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Summary  
 [九州フィナンシャルグループ] 2026 

原則1：アライメント 原則2：インパクトと目標設定 原則3：顧客 

九州フィナンシャルグループは、「サステナビリティ宣言」

において、国連が定めた持続可能な開発目標である

SDGsの趣旨に賛同し、全役職員が主体的に取り組

むことを宣言しております。第4次グループ中期経営計

画策定にあたり、「サステナビリティ優先課題」の見直し

を行いました。サステナビリティは戦略的な優先事項とし

て経営戦略に組み込まれております。 

また、サステナビリティに関する開示については各種イ

ニシアティブへの参画を通じた対応を行っております。従

来よりTCFDの提言に沿った取り組み・開示を進めてま

いりましたが、2025統合報告書よりTNFD提言に沿っ

た取り組み・開示を行っております。 

 

SDGsの達成や地域社会の持続可能性確保のため

にサステナビリティ優先課題を特定しています。なかで

も、「地域経済の持続的成長」と「気候変動対策」につ

いては特に重要な課題と認識しております。 

 こうした認識のもと、2026年3月には「2050年ネッ

トゼロ長期目標」を新たに設定し、移行計画の中で中

間目標の策定を進めております。 

2025年度実績は以下のとおりです。 

＜地域経済の活性化＞ 

■サステナブルファイナンス（累計実行額） 

・2021年度～2025年度累計実行額 8,581億円

（うち 環境関連 2,860億円） 

＜気候変動対応・環境配慮＞ 

■GHG排出量削減率 

・2025年度排出量   28,980ｔ-CO2eq  

＊2019年度比 14.8％ (5,046ｔ-CO2eq)削減 

2019年に策定した「サステナビリティ宣言」の中で、お

客様や地域の皆様との対話を深め、地域全体が持続

可能な社会となるように活動の輪を広げることを掲げて

おります。 

「気候変動対策」にかかる対応として移行計画を策定

しており、地域・お客様の脱炭素支援に向けた取り組

みを推進しております。また、「地域経済の持続的成

長」については、サステナブルファイナンスの目標を定め、

地域経済へのポジティブインパクトの増加に向けて取り

組んでおります。 

 

 

 

 

 

リンク＆参考文献 

サステナビリティビジョン[https://www.kyushu-

fg.co.jp/csr/vision/] 

リンク＆参考文献 

統 合 報 告 書  [https://www.kyushu-

fg.co.jp/ir/library/disclosure/] 

リンク＆参考文献 

統 合 報 告 書  [https://www.kyushu-

fg.co.jp/ir/library/disclosure/] 
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原則4：ステークホルダー 原則5：ガバナンスと文化 原則6：透明性と説明責任 
持続可能な地域社会の実現に向けて、ステークホル

ダーとの対話・協力を重視しています。熊本県・鹿児島

県・宮崎県を中心に中・南九州に根差した地域金融

機関として、自治体や地元企業との連携を深め、地域

社会と共に歩む金融機関の責任と役割を全うしておりま

す。 

金融機関としての社会的責任、SDGsやパリ協定と

いった国際社会からの要請に応え、持続可能な地域社

会の実現に貢献するため、様々なイニシアティブに参加・

賛同しております。 

 

 

PRBの実践は既存のガバナンス構造の中に組み込ま

れております。2025年度はサステナビリティ推進委員会

を4回開催いたしました。また、ガバナンス強化の観点か

ら、2025年8月に「サステナビリティ・アドバイザリーボー

ド」を設置し、外部有識者の知見を経営に反映しており

ます。加えて、2026年6月に、役員報酬へのESGインセ

ンティブの導入を決定いたしました。 

さらに、責任ある銀行としての企業文化の醸成および

SDGsへの理解を深めるため、社内向け動画配信や人

権啓発研修の実施、SDGs・ESG金融に関する資格取

得を推奨しております。脱炭素社会に向けた取り組みを

推進しており、2026年3月末時点での脱炭素アドバイ

ザーベーシック認定者数は2,123人です。 

目標設定のうち、サステナブルファイナンスについては、

EY新日本有限責任監査法人より保証を受けておりま

す。 

＜保証の範囲＞ 

2025年度単年度実行額のうち、「国際原則に準拠し

た商品」における投融資額について第三者による保証を

受けています。 

2025年度単年度実行額 2,430億円 

  うち国際原則に準拠した商品 1,075億円 ☑ 

  

☑を付した金額について第三者による保証を受けていま

す。 

 

 

リンク＆参考文献 

イニシアティブ への参画[https://www.kyushu-

fg.co.jp/csr/initiative/] 

リンク＆参考文献 

ガバナンス体制 

[https://www.kyushu-

fg.co.jp/csr/sdgs/climate/]  

統 合 報 告 書  [https://www.kyushu-

fg.co.jp/ir/library/disclosure/] 

リンク＆参考文献 

PRB報告書2026年度（独立した第三者保証

報 告 書 ）    [https://www.kyushu-

fg.co.jp/csr/initiative/］ 

 

https://www.kyushu-fg.co.jp/csr/sdgs/climate/
https://www.kyushu-fg.co.jp/csr/sdgs/climate/


 

 
 

Supplements  
原則1：アライメント 

私たちは、持続可能な開発目標、パリ協定、関連する国や地域の枠組みで表明されているような、個人のニーズ

や社会の目標に合致し、それらに貢献するような事業戦略を展開していきます。 

ビジネスモデル 

貴行が営業または商品・サービスを提供している主な地域における、主な業務内容、顧客セグメント、提供する商

品・サービスの種類、主なセクター、業務の種類など、貴行のビジネス（ハイレベルで）説明してください。また、例

えば、貴行のポートフォリオの地域別、事業分野別の分布（％）、またはサービスを提供する顧客や取引先の数

を開示することにより、情報を定量化してください。 

【決算短信/業種別貸出】 https://ssl4.eir-parts.net/doc/7180/tdnet/2809184/00.pdf スライド30 

 当社グループは、肥後銀行・鹿児島銀行および九州FG証券等を傘下に、中・南九州を中心に総合金融サービス

を展開しております。エリアとしては、肥後銀行は熊本県を、鹿児島銀行は鹿児島県と宮崎県を主にカバーしており、

銀行業務を中心にリース業務、クレジットカード業務、信用保証業務、信託業務、金融商品取引業務等の金融サ

ービスに係る業務を行っております。連結ベースにおける、2026年3月末時点での貸出金残高9.3兆円のうち、国内

貸出金残高（特別国際金融取引勘定を除く）100％です。また、貸出金（公共除く）のうち、法人融資

57.6％、個人融資が42.4％となっております。 

戦略の調整 

持続可能な開発目標（SDGs）、パリ協定、昆明・モントリオール生物多様性グローバルフレームワーク（GBF）

国連「ビジネスと人権に関する指導原則」（UNGPs）、プラスチック汚染に関する近刊文書などの国際的な枠組み

との整合性を図るために、貴行がどのように戦略を整合させてきたか、または整合させる予定であるかを説明してくださ

い。関連する場合、貴行が連携戦略を持っている他の国や地域の枠組みを含める。 

【グループサステナビリティ宣言】 https://www.kyushu-fg.co.jp/csr/vision/ 

【サステナビリティマネジメント】 https://www.kyushu-fg.co.jp/csr/csrmanagement/ 

 【統合報告書】     https://www.kyushu-fg.co.jp/ir/library/disclosure/ 

九州フィナンシャルグループは、持続可能な地域社会が当社グループの永続的な成長の大前提と考えております。

第4次グループ中期経営計画において「お客様、地域、社員とともに、より良い未来を創造する『地域価値共創グル

ープ』への進化」という長期ビジョンを掲げており、この長期ビジョンの実現に向けて「持続可能なビジネスモデルへの転

換」を進めております。また。持続可能な地域社会と自社の価値創造の実現に向けて、SDGsに関わる取り組みの

管理・推進体制を強化しております。 

気候変動および自然資本・生物多様性に関しては、以下の方針を策定するとともに、TCFDおよびTNFDの提言

に沿った取り組みを統合報告書等で開示しております。2025年11月にはJ-GBFの趣旨に賛同し、「ネイチャーポジ

ティブ宣言」を公表いたしました。 

さらに、人権および多様性の尊重については、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」を踏まえた人権方針を策

定し、その取り組み状況を統合報告書にて開示しております。 

 

＜サステナビリティに関連する方針＞ 

・環境方針 ・人権方針 ・サステナブル投融資方針 ・生物多様性保全方針 

https://ssl4.eir-parts.net/doc/7180/tdnet/2809184/00.pdf


 

 

原則2：インパクトと目標設定 

私たちは、私たちの活動、製品、サービスから生じる人々や環境への悪影響を削減し、リスクを管理しながら、プラスの

影響を継続的に拡大していきます。そのために、私たちは最も大きな影響を与えることができる場所に目標を設定し、

公表します。 

影響分析 

貴行が、ポートフォリオに関連する最も重大な影響（プラスとマイナスの両方）をどのように特定し、優先順位を付け、測

定したかを示す。目標設定のための優先分野を決定する。以下に関する詳細を含む：スコープ、ポートフォリオ構成、コン

テクスト、パフォーマンス測定。影響度分析には、『持続可能な未来への先導者（Leading the Way to a 

Sustainable Future）グローバルな責任ある銀行セクターのための優先事項（Priorities for a Global 

Responsible Banking Sector）」で示された4つの優先事項との関連性の評価を含めるべきである：評価を、初回

または継続的な影響度分析の一環として含めるべきである。 

【決算短信/業種別貸出】https://ssl4.eir-parts.net/doc/7180/tdnet/2809184/00.pdf スライド30 

【サステナビリティ優先課題特定のプロセス]】https://www.kyushu-fg.co.jp/csr/vision/ 

当社グループの業種別貸出金における主なセクターとその割合は以下のとおり（2026年3月末時点） 

政府・地方公共団体 19.9％ 建設業 2.2％ 

不動産業、物品賃貸業 14.6％ 運輸業、郵便業 2.1％ 

各種サービス業 9.7％ 農業、林業 1.0％ 

卸売業、小売業 7.0％ 情報通信業 0.5％ 

製造業 5.6％ 漁業 0.2％ 

金融業、保険業 4.6％ 鉱業、採石業、砂利採取業 0.0％ 

電気、ガス、熱供給、水道業 2.3％ その他 30.2％ 

※「その他」には「医療・福祉」「生活関連サービス業、娯楽業」「学術、専門・技術サービス業」「宿泊業」といった業種が

含まれます。 

[サステナビリティ優先課題] 

当社グループは、2023年に最新の影響度分析を実施し、SDGsの達成や地域社会の持続性可能性確保のための

サステナビリティ優先課題を特定しています。（サステナビリティ優先課題の具体的な特定方法については、リンク欄に記

載の弊社ホームページ「サステナビリティビジョン」をご参照ください） この評価では、情報源の1つとしてUNEP FIインパク

ト・ツールを使用しています。 

人材・労働力の確保 少子高齢化社会へ対応 地域経済の持続的成長 

気候変動対策 人権と多様性の尊重 デジタル社会の形成 

なかでも、「地域経済の持続的成長」と「気候変動対策」については特に重要な課題と認識しております。 

目標、目標の実施、行動計画／移行計画 

あなたの銀行が、影響度分析で特定した最も重大な影響のある少なくとも2つの異なる分野に取り組むSMARTターゲ

ットを最低2つ設定し、公表していることを示す。目標が設定されたら、取られた措置と進捗状況を説明してください。以

下に関する詳細を含むこと：アラインメント、ベースライン、ターゲット、ターゲットの実施とモニタリング（およびKPI）、ア

クションプラン／移行計画、マイルストーン。 

https://www.unepfi.org/wordpress/wp-content/uploads/2024/10/PRB_Leading-the-Way-to-a-Sustainable-Future.pdf
https://www.unepfi.org/wordpress/wp-content/uploads/2024/10/PRB_Leading-the-Way-to-a-Sustainable-Future.pdf
https://www.unepfi.org/wordpress/wp-content/uploads/2024/10/PRB_Leading-the-Way-to-a-Sustainable-Future.pdf


 

銀行は、『持続可能な未来への先導者（Leading the Way to a Sustainable Future）：グローバルな責

任ある銀行ための優先事項』で示された4つの優先事項に関する行動についての情報開示が奨励されている。 

【統合報告書】 https://www.kyushu-fg.co.jp/ir/library/disclosure/ 

「地域経済の持続的成長」と「気候変動対策」について、以下の指標を用いて評価・管理を行っております。 

＜地域経済の持続的成長＞ 

■指標：サステナブルファイナンス実行額 

■サステナブルファイナンスの定義： 

地域社会と当社グループの中長期的な持続可能性に貢献するために、投融資先の安全性及び収益性を勘案し

たうえで、環境と社会に与える影響を考慮して行う投融資 

サステナブルファイナンスの分類は以下の通りです。 

A.商品への投融資 

（１）国際原則に準

拠（※1） 

資金使途が限定

されているもの 

投資 グリーンボンド、サステナビリティボンド、ソーシャルボンド 

融資 グリーンローン、ソーシャルローン 

資金使途が限定

されていないもの 

投資 サステナビリティリンクボンド 

融資 

サステナビリティ・リンク・ローン、ポジティブ・インパクト・ファイナ

ンス、トランジションファイナンス、ひぎん・カーボンニュートラル・

リンクローン 

（２）自社のSDGs・ESGテーマ商品 
投資 

SDGs私募債、SDGs医療機関債、復興私募債、学び舎

応援私募債 

融資 SDGs推進ローン、SDGsサポートローン 

B．資金使途への投融資 

（１）環境分野 
気候変動緩和と適応及び環境配慮に資する事業（再生可能エネルギー事業、省エネル

ギー事業、脱・低炭素事業等） 

（２）社会分野 

地域活性化及び持続可能な成長に資する事業のうち、次に該当するもの 

「農林水産業、観光業、医療、福祉関連の地域根幹産業の振興、創業支援・事業承

継」 

※1 「A.商品への投融資」のうち、「(1) 国際原則に準拠」について、サステナブルファイナンスの集計対象となる基準は 

以下の通り 

 

①資金使途が限定されているもの 

グリーンボンド、サステナビリティボンド、ソーシャルボンド 

国際資本市場協会（以下、ICMA）が策定した各原則（グリーンボンド原則、ソーシャルボンド原則、もしくはサ

ステナビリティボンド原則）に準拠しており、資金の調達使途、プロジェクトの評価と選定のプロセス、調達資金の管

理、レポーティングの４つの規定に適合し、地域温暖化をはじめとする環境的問題、衛生・福祉・教育などの社会

的課題の解決に資する事業に要する資金調達の場合には、サステナブルファイナンスへの集計に含めています。 

グリーンローン、ソーシャルローン 

ローンマーケットアソシエーション（以下、LMA）が策定した各原則（グリーンローン原則もしくはソーシャルローン原

則）に準拠しており、資金の調達使途（国のガイドラインに沿った環境改善や社会的課題解決に貢献する事

業）に適合し、第三者評価機関からのセカンドオピニオンを取得している場合には、サステナブルファイナンスへの集

計に含めています。 

 

https://www.unepfi.org/wordpress/wp-content/uploads/2024/10/PRB_Leading-the-Way-to-a-Sustainable-Future.pdf
https://www.unepfi.org/wordpress/wp-content/uploads/2024/10/PRB_Leading-the-Way-to-a-Sustainable-Future.pdf
https://www.unepfi.org/wordpress/wp-content/uploads/2024/10/PRB_Leading-the-Way-to-a-Sustainable-Future.pdf


 

②資金使途が限定されていないもの 

サステナビリティ・リンク・ボンド、サステナビリティ・リンク・ローン 

ICMA及びLMAが策定した各原則（サステナビリティ・リンク・ボンド原則、サステナビリティ・リンク・ローン原則）に

準拠しており、ESG戦略と整合したサステナビリティ取組目標を設定し、第三者評価機関からセカンドオピニオンを

取得している場合には、サステナブルファイナンスへの集計に含めています。 

ポジティブ・インパクト・ファイナンス 

UNEPFIの策定したポジティブ・インパクト金融原則に準拠しており、第三者評価機関からポジティブ・インパクト金

融原則への適合性についてのセカンドオピニオンを取得している場合には、サステナブルファイナンスへの集計に含め

ています。 

トランジションファイナンス 

各種国際原則・政府の指針（ICMA策定の「クライメート・トランジション・ファイナンス・ハンドブック」、金融庁・経

済産業省・環境省公表の「クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針」等）を基準として、これらに

適合した投融資であり、第三者評価機関からセカンドオピニオンを取得している場合には、サステナブルファイナンス

への集計に含めています。 

ひぎんカーボンニュートラルリンクローン 

「ひぎんカーボンニュートラルリンクローン・フレームワーク」に基づいた商品。ローンマーケットアソシエーション（以下、

LMA）が策定したサステナビリティ・リンク・ローン原則に準拠しており、CO₂削減目標を設定し、第三者評価機関

からのセカンドオピニオンを取得している場合には、サステナブルファイナンスへの集計に含めています。 

■サステナブルファイナンスのうち、「環境関連」の投融資の定義： 

上記のサステナブルファイナンスのうち、以下の条件を満たすものを、「環境関連」の投融資と定義しております。 

・A.商品による分類：資金使途がグリーンプロジェクト関連のもの、または環境関連の SPTs が設定されているもの 

・B.資金使途による分類：（１）環境分野への投融資に該当するもの 

 

＜気候変動対策＞ 

■指標：GHG排出量 

■算定範囲：株式会社九州フィナンシャルグループ、株式会社肥後銀行、株式会社鹿児島銀行 

■算定対象：Scope1、Scope2、およびScope3のカテゴリー1(一部除外)、3、4、5、12 

■基準年度：2019年 

上記の算定対象に加えて、PCAFが提唱する計測手法を用いて、Scope３ カテゴリー15の排出量実績値について、

事業性融資のうち高排出セクターとされており、環境へのインパクトが大きいと考えられるエネルギーセクター（石油・ガス・

電力）について算出を開始し、2023年度より全ての事業性融資先について算定・開示しております。今後は、融資先

に対するCO2排出量計測支援等によりボトムアップ分析による算定を進め、精緻化に取り組んでまいります。 またトラン

ジション戦略に則り、地域の脱炭素社会に貢献していきます。 

 

「地域経済の持続的成長」「気候変動対策」について、以下の基準を定め、取り組みの進捗を管理しております｡ 

＜地域経済の持続的成長＞ 

■指標：サステナブルファイナンス実行額 

■サステナブルファイナンスの定義：原則２(2.1 d)に記載の定義 

■目標設定年度：2021年度 

■サステナブルファイナンス実行額目標：2021年度～2030年度 累計１兆円(うち環境関連 2,000億円) 

■アクションプラン：  



 

サステナブルファイナンス商品の拡充ならびにお客様との対話に努め、取り組みに注力してまいります。2030年度ま

でに累計1兆円（うち環境関連2,000億円）を目標として、地域社会と当社グループの持続可能性に貢献するた

めに継続して推進してまいります。一方、サステナブル投融資方針により、環境や社会に対して負の影響を助長する

可能性の高い投融資は取り組まない旨方針を掲げ、環境や社会に対してネガティブな影響を与えないことについて事

前に確認することで負のインパクトに対応しています。 

 

＜気候変動対策＞ 

■指標：GHG排出量削減 

■基準年度・排出量：2019年（34,026t-CO2eq） 

■算定対象：Scope1、Scope2、およびScope3のカテゴリー1(一部除く)、3、4、5、12 

■目標・算定範囲 

   ・2050年度までに、ネットゼロ達成 

・2030年度までに、Scope1.2においてカーボンニュートラルの達成 

   算定範囲：株式会社九州フィナンシャルグループ及びその100％出資子会社 

・2019年度比2026年度までに20％削減、2030年度までに30％削減 

算定範囲：株式会社九州フィナンシャルグループ、株式会社肥後銀行、株式会社鹿児島銀行 

  指標コード 回答 

A1.1 気候戦略策定 取り組み中。 

「環境方針」において、気候変動を含む環境への取り組みの基軸とな

る課題認識や付帯的な行動、脱炭素社会に向けた「気候変動への

取り組み姿勢」を明確化しています。 

A1.2 パリ協定目標 取り組み中 

A1.3 顧客関係の方針とプロセス 取り組み中 

A1.4 ポートフォリオ分析 はい  対象セクターはTCFD提言における開示推奨項目等に基づい

た18セクターおよびその他セクターです。 

※18セクターには、電力ユーティリティ、石油・ガス、石炭、海上輸送、

トラックサービス、鉄道輸送、旅客空輸、航空貨物、金属・鉱業製

紙・林業製品、化学、自動車・部品、建設資材、資本財、不動産管

理・開発、農業、加工食品・加工肉、飲料が含まれ、その他セクター

には通信・金融・小売・サービス業等が含まれます。  

A1.5 ビジネス機会と金融商品 はい 

脱炭素に関するグリーンローンの累計成額：90億円（2023年度～

2025年度累計額）、グリーンボンドの累計組成額：601億円

（2021年度～2025年度累計額） 

A2.1 顧客とのエンゲージメントプロセス 設定する 対象：法人取引先 

地域・お客様のカーボンニュートラルの実現を目的として、CO2排出量

算定システムを展開し、お客様のCO2排出量の可視化を通じて、削

減に向けた取り組みを支援中 

A2.2 Scope３カテゴリー15 2025年度GHG排出量実績（Scope3カテゴリー15） 

上場株式・社債 232,681t-CO2eq 

事業性融資 4,984,608t-CO2eq 

A4.2 ポートフォリオの整合性 移行リスクセクターにおける炭素関連資産への融資割合は18.28％



 

（2026年３月期末時点）です。 

 

■アクションプラン 

定時退行やテレワーク推進等により電気使用量の削減に努めてまいります。GHG排出量の削減については、2019

年度比に対し2026年度までに20％削減、2030年度までに30％削減を目標としています。Scope１、２について

は2030年度までにカーボンニュートラルの達成に向けて移行計画を実行してまいります。2026年3月には、「2050年

ネットゼロ長期目標」を設定いたしました。自社のScope3排出量だけでなく、投融資先を含むサプライチェーン全体の

温室効果ガス削減に向けて、中間目標の策定を進めています。 

Scope3カテゴリー15の算出にあたり、国際イニシアティブ「Partnership for Carbon Accounting Financials

（PCAF）」に加盟し、投融資先のCO2排出量の算定と開示の充実に取り組んでおります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

原則3：顧客 

私たちは、持続可能な慣行を奨励し、現在および将来の世代のために共栄を生み出す経済活動を可能にするた

めに、顧客および取引先と責任を持って協力します。 

顧客および顧客エンゲージメント 

持続可能な慣行を奨励し、持続可能な経済活動を可能にするために、貴行がどのように顧客や顧客と協働してき

たか、および／または協働する予定であるかを説明してください。これには、特定された影響分野／設定された目

標、顧客や顧客との意識向上活動、関連する方針とプロセス、顧客の移行を支援するために計画／実施された活

動、顧客エンゲージメントに関する選択された指標、可能であれば達成された影響を含むがこれらに限定されない、

顧客エンゲージメント戦略に関する情報を含めるべきである。 

【サステナビリティ関連方針】 https://www.kyushu-fg.co.jp/csr/csrmanagement/ 

当社グループでは、2019年に策定した「サステナビリティ宣言」の中で、お客様や地域の皆様との対話を深め、地

域全体が持続可能な社会となるように活動の輪を広げることを掲げております。お客様との責任ある関係を促進する

ため、サステナビリティに関するグループ共通の方針を制定しております。気候変動や人権問題をはじめとする様々な

社会問題の解決に、対話(エンゲージメント)を通じて、地域とともに取り組んでおります。 

また、当社グループの肥後銀行・鹿児島銀行において、サステナビリティ推進室(両行)と法人コンサルティング部

(肥後銀行)、地域支援部(鹿児島銀行)を中心に、持続可能なビジネスモデルへの転換期にあるお客様のニーズ・

課題把握に努め、グループ一体となって支援を行っております。 

ビジネス機会 

ポジティブインパクトの増加およびネガティブインパクトの減少に関連して、貴行が特定した戦略的事業機会、および

／または報告中に貴行がどのようにそれらを開発したかを記述する。顧客の移行ニーズを支援する持続可能性に関

連する商品・サービスおよび実施中のフレームワーク、持続可能な金融ポートフォリオの規模（米ドルまたは現地通

貨ベース、および／または貴行のポートフォリオに占める割合*）、および貴行がポジティブな影響を与えるために努

力しているSDGsまたは影響分野（例：グリーンモーゲージ-気候、社会、持続可能性ボンド-金融包摂など）に

関する情報を提供する。* サステナブル・ファイナンスの枠組み／基準／情報を提供する。 

【統合報告書】 https://www.kyushu-fg.co.jp/ir/library/disclosure/ 

当社グループでは「地域経済の持続的成長」を重要な項目と特定し、サステナブルファイナンス目標を定め、地域

経済へのポジティブインパクトの増加に取り組んでおります。加えて、原則2で記載した管理・推進体制のもと、SDGs

に関連したコンサルティングを提供しており、お客様のSDGsに関する取り組みを支援しております。 

＜主な取扱商品と2025年度実績＞ 

名称 内容 実績 

SDGsコンサルティング 

(カーボンニュートラルコンサルティング含む) 

 お客様の優先するSDGsの特定 

 業種別各分野での影響度分析 

 具体的な目標設定と取り組み事項等アクションプランの作成 

 CO2排出量算定支援等 

1,514件 

SDGs登録制度支援および

SDGs宣言書作成支援サー

ビス 

 お客様のSDGsへの取り組み状況の把握 

 分析、宣言書策定、対外PR支援 

 宣言書策定後のSDGs達成に向けた具体的なソリューションを提案 

200件 

 

 



 

原則4：ステークホルダー 

私たちは、社会の目標を達成するために、関連するステークホルダーと積極的かつ責任を持って協議し、関与し、

提携します。 

ステークホルダーの特定と協議 

原則を実施し、貴行の影響を改善するために、貴行がどのようなステークホルダー（またはステークホルダーのグループ

／タイプ）を特定し、協議し、関与し、協働し、または提携したかを記述してください。これには、効果的なエンゲージ

メントとアドボカシーの基準に従った当行のエンゲージメント戦略の概要、当行が関連するステークホルダーをどのように

特定したか、どのような問題に取り組み／結果を得たか、それらがどのように行動計画プロセスに反映されたかを含む

必要があります。 

【イニシアティブへの参画】  https://www.kyushu-fg.co.jp/csr/initiative/ 

当社グループは、持続可能な地域社会の実現に向けて、ステークホルダーとの対話・協力を重視しています。熊本

県・鹿児島県・宮崎県を中心に中・南九州に根差した地域金融機関として、自治体や地元企業との連携を深め、

地域社会と共に歩む金融機関の責任と役割を全うしております。 

■自治体との地方創生に関する連携協定 

■地元企業との連携協定 

■国内外のイニシアティブへの参画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

原則5：ガバナンスと文化 

私たちは、効果的なガバナンスと責任ある銀行業務の文化を通じて、これらの原則へのコミットメントを実行します。 

原則実施のためのガバナンス体制 

重要なプラスおよびマイナス（潜在的）影響を管理し（経営幹部説明責任、内部プロセスにおけるサステナビリティ

事項の役割と責任の明確化など）、原則の効果的な実施を支援するために、貴行が導入している／導入する予定

の、関連するガバナンス構造、方針、手続きについて説明してください。 

【ガバナンス（サステナビリティ管理・推進）体制】 https://www.kyushu-fg.co.jp/csr/sdgs/climate/ 

持続可能な地域社会と自社の価値創造の実現に向けて、SDGsに関わる取り組みの管理・推進体制を強化し

ております。 管理面において、代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ推進委員会を設置し、SDGsに関わ

る取り組みの進捗状況の報告を３か月毎に行っております。また、SDGsに関わる新たな施策等については、グループ

経営執行会議にて十分協議・審議した上で、決定しております。サステナビリティ推進委員会における報告事項とグ

ループ経営執行会議における決議事項は定期的に取締役会において報告、決議し、取締役会からの監督を受け

ております。推進面において、当社にサステナビリティ統括室、肥後銀行と鹿児島銀行にサステナビリティ推進室を設

置し、グループ各社は緊密に連携し、全社横断的なSDGsの浸透と推進を行っております。 

2025年8月には会長・社長の諮問機関としてサステナビリティ・アドバイザリーボードを設置し、外部有識者による

経営幹部向けの勉強会や各種施策に対する意見交換を行っております。 

責任ある銀行業務の文化を促進する 

従業員の責任ある銀行文化を醸成するための貴行の取り組みや施策（能力開発、学習・能力開発、関連チーム

に対する持続可能性研修、報酬体系への組み入れ、業績管理、リーダーシップ・コミュニケーションなど）について説

明してください。 

【サステナビリティビジョン】 https://www.kyushu-fg.co.jp/csr/vision/ 

【統合報告書】 https://www.kyushu-fg.co.jp/ir/library/disclosure/ 

当社グループは、「サステナビリティ宣言」において、国連が定めた持続可能な開発目標であるSDGsの趣旨に賛

同し、全役職員が主体的に取り組むことを宣言しております。また、当社グループの肥後銀行・鹿児島銀行において

も、それぞれサステナビリティ全体構想を策定し、全従業員に、金融機能を通じた地域の持続可能性への貢献ビジョ

ンを明示しております。責任ある銀行としての企業文化を醸成するために、全役職員に研修や勉強会を実施しており

ます。SDGsへの理解を深めるための行内向け動画配信や、人権啓発研修の実施、SDGs・ESG金融に関する資

格取得を推奨し、合格者には奨励金を付与しております。また、2026年6月に、役員報酬へのESGインセンティブの

導入を決定いたしました。 

リスクとデューデリジェンスのプロセスと方針 

貴行のポートフォリオに関連する環境・社会リスクを特定・管理するために、貴行がどのようなプロセスを導入しているか

を記述する。これには、重要／悪質なリスクの特定、デューディリジェンス・プロセス、環境・社会的リスクの軽減とアクシ

ョンプランの定義、リスクのモニタリングと報告、既存の苦情処理メカニズム、さらにこれらのリスクを監督するために銀行

が導入しているガバナンス構造などの側面が含まれます。 

【サステナビリティ関連方針】 https://www.kyushu-fg.co.jp/csr/csrmanagement/ 

【リスク管理への取り組み】https://ssl4.eir-parts.net/doc/7180/ir_material5/155620/00.pdf  

https://www.kyushu-fg.co.jp/csr/sdgs/climate/
https://www.kyushu-fg.co.jp/csr/csrmanagement/
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7180/ir_material5/155620/00.pdf


 

目標設定および目標達成に向けての推進・管理など責任銀行原則に基づく取り組みを行っております。サステナビ

リティ関する方針（サステナブル投融資方針・環境方針・人権方針・生物多様性保全方針）において、リスク管理

の体制等を定めております。 

 

原則6：透明性と説明責任 

私たちは、個人として、また集団として、これらの原則の実施を定期的に見直し私たちのプラスとマイナスの影響、そ

して社会の目標への貢献について透明性を保ち、説明責任を果たします。 

レスポンシブル・バンキングの進捗状況報告書に記載されている情報で十分である。第三者による保証が実施された

場合は、保証範囲の詳細および独立（限定）保証報告書への参照／リンクを記載する。 

 


